
            第 ２ 章   人事・給与  

 

      社会福祉法人皆野町社会福祉協議会  

                就 業 規 程 

 

（目  的） 

第１ 条 社会福祉法人皆野町社会福祉協議会（以下「法人」という。） 

事務局規程 第２条に規定する職員（以下「職員」という。）の執務 

に関する事項は、労働基準法及びその他の法令に定めるもののほか、 

この規程の定めるところによる。 

 

（職  員） 

第２ 条 この規程において職員とは、法人の事務局に就業する者のう 

ち、役員、嘱託職員、臨時職員及び非常勤職員以外のすべての者をい 

う。 

（採用及び任免） 

第３ 条 職員の採用及び任免は、この法人の会長（以下「会長」とい 

う。）がこれを行う。 

２ 職員の採用及び任免は、すべて辞令書によるものとする。 

 

（提出書類） 

第４ 条 新たに採用された者は、次に掲げる書類を１４日以内に会長 

に提出しなければならない。ただし、会長の認めた場合は、一部の書 

類を省略することができる。  

（１）履歴書 

   （２）健康診断書 

   （３）家族調書 

   （４）身元保証書 

   （５）最終学校の卒業（見込）証明書又は学校成績証明書 

   （６）その他、特に会長が必要と認める書類 

２ 前項の提出書類の記載事項に異動があった場合は、その都度速やか 

に会長に届出なければならない。 

 

（責  任） 

第５ 条 職員は、法人の諸規程を遵守し、誠実かつ勤勉に職務を執行 

し、各自その責任を果たさなければならない。 

 

（職務専念義務） 

第６ 条 職員は、勤務時間中は、定められた職務に専念しなければな 

らない。 



（勤務態度） 

第７ 条 職員は、上司の職務上の指示に従い、かつ、職場の秩序を保 

持し互いに協力してその職責を遂行しなければならない。 

 

（秘密保持） 

第８ 条 職員は、自己の担当たると否とを問わず、職務上の秘密を他 

に漏らしてはならない。 

 

（勤務時間） 

第９ 条 職員の勤務時間、休日については他に特別に定めのあるもの 

のほか、皆野町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（昭和３ 

５年皆野町条例第１８号）を準用する。 

 

（出 勤簿） 

第１０条 職員は、出勤したとき自ら出勤簿に捺印しなければならない。 

（休  暇） 

第１１条 休暇は、年次有給休暇、特別休暇及び病気休暇とし、いずれ 

も有給とする。 

（年次有給休暇） 

第１２条 年次有給休暇は、歴年による１年について２０日の年次有給 

休暇を受けることができる。ただし、新たに職員となった者のその年 

の年次有給の日数は、その職員の採用月に応じてそれぞれ次表に定め 

るとおりとする。 
 
   

 採 用 月  １  ２  ３  ４  ５  ６  ７  ８  ９  10  11  12 
 

 休 暇 日 数  20  18  17  15  13  12  10  ８  ７  ５  ３  ２ 

 

２ 年次有給休暇のうち、その年に使用しなかった日数がある場合は、 

２０日に限り翌年に繰越すことができる。ただし、繰越された年次有給休暇は、

その繰越された年（翌年）に限り有効とする。 

３ 年次有給休暇は、１日を単位として受けることができる。ただし、 

特別の事由のある場合には、半日及び１時間を単位として受けること 

ができる。 

 

（特別休暇） 

第１３条 職員が次の各号に掲げる場合には、それぞれの場合について 

定める期間特別休暇を受けることができる。 

   （１）出産の場合 出産予定日６週間（多胎出産の場合にあっては、 

１４週間）前の日から産後８週間を経過するまでの期間 



   （１）－２ 妊娠中又は出産後１年以内の職員が妊娠又は出産に関し 

母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１０条に規定する 

保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査を受ける場合妊 

娠７月（１月は２８日として計算する。以下この号において同 

じ。）までは４週間に１回、妊娠８月から９月までは２週間に 

１回、妊娠１０月から出産までは１週間に１回、産後１年まで 

はその間に１回（医師等の特別の指示があった場合には、いず 

れの期間においても、その指示された回数）とし、１回につき 

１日の範囲内でその都度必要と認める時間 

   （２）生後１年に達しない生児を育てる場合１日２回それぞれ３０ 

分間 

   （３）生理日における勤務が著しく困難な場合３日の範囲内において 

その都度必要とする期間 

   （４）忌引の場合 別表に定める期間 

   （５）配偶者及び父母の祭日それぞれ１日。ただし、遠隔の地に赴く 

必要のある場合は、往復に要する実日数を加算した日数 

   （６）伝染病予防法（明治３０年法律第３６号）によるその都度必要 

と認める期間                     

（７）災害による職員の現住所の滅失又は破壊の場合１週間の範囲内 

においてその都度必要と認める期間 

   （８）本人の結婚の場合５日の範囲内において必要とする期間 

   （９）妻の出産の場合２日の範囲内においてそのつど必要と認める期 

      間 

（１０）地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出 

勤することが著しく困難な場合そ都度必要とする期間 

（１１）地震、水害、火災その他の災害時において、職員が通勤途上に 

おける身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得な 

い場合その都度必要と認める期間 

 

（病気休暇） 

第１４条 会長は、職員が次の各号により療養を要する場合には、それ 

ぞれの場合について定める期間の範囲において、その療養に必要な期 

間、病気休暇を与えることができる。 

   （１）業務上の負傷、又は疾病の場合、その療養に必要な期間 

   （２）結核性疾患の場合、１年に病気休暇開始日前の勤務年数１年（ 

１年未満の端数は１年とする。）につき、２０日の割合で計算 

した日数を加算した期間 

   （３）前２号以外の負傷又は疾病の場合、９０日に病気休暇開始日前 

の勤務年数１年（１年未満の端数は１年とする。）につき、２ 

０日の割合で計算した日数を加算した期間                           



 

（休暇の届出） 

第１５条 第１１条及び第１２条の休暇を請求しようとするときは、所 

定の届出又は承認を受けなければならない。ただし、やむを得ない理 

由でこの届出ができない場合は、休暇中又は休暇後速やかに届出をし 

なければならない。 

 

（欠  勤） 

第１６条 職員は、やむを得ない事由により欠勤（この規程の規定によ 

り勤務をしないことが認められる場合以外の場合において勤務しない 

ことをいう。）する場合は、その理由と日数を事前に届け出なければ 

ならない。 

 

（給  与） 

第１７条 職員の給料、手当等については、他に特別の定めのあるもの 

のほか、皆野町一般職員の給与に関する条例（昭和３０年皆野町条例 

第１９号）を準用する。 

 

（旅  費） 

第１８条 職員の旅費については、他に特別の定めのあるもののほか、皆野町

職員の旅費支給に関する条例（昭和３０年皆野町条例第１６号）を準用する。 

 

（休職事由） 

第１９条 職員が次の各号に該当するときは、休職を命ずることができる。 

   （１）心身の故障のため、病気休暇の日数を超え、なお長期の療養を 

要する場合 

   （２）刑事事件に関し起訴された場合 

 

（休職期間） 

第２０条 前条第１号の規定による休職期間は、３年を超えない範囲内 

において休養を要する程度に応じ、個々の場合について会長が定める。 

２ 前条第２号による休職期間は、当該刑事事件が裁判所に係属する期 

間とする。 

 

（休職者の取扱い） 

第２１条 休職を命ぜられた職員は、職員としての身分を保有するが服 

務に従事しない。 

２ 休職を命ぜられた職員は、皆野町一般職員の給与に関する条例で特 

別の定めがある場合を除く外、いかなる給与も支給しない。 

 



（復  職） 

第２２条 休職期間満了前に休職事由が消滅したときは、直ちに復職さ 

せる。 

 

（解雇事由） 

第２３条 職員が次の各号に該当するときは解雇する。 

（１）事業の休廃止、又は縮小その他事業の運営上やむを得ないとき 

   （２）本人の身分又は精神に障害があり、医師の診断に基づき業務に 

耐えられないと認められたとき 

   （３）業務成績が不良で就業に適しないと認められるとき 

   （４）前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき 

２ 前項の規定により解雇する場合は、少なくとも３０日前に予告する 

ものとする。３０日前に予告出来ない場合には、労働基準法第１２条 

に規定する平均賃金の３０日分を支給する。 

 

（退職事由） 

第２４条 職員は、次の各号に該当するとき退職となる。 

   （１）死亡したとき 

   （２）退職を願い出て承認された場合 

   （３）休職期間が満了しても本人に復帰の意思がない場合 

   （４）休職期間が満了してもその理由が消滅しない場合 

   （５）雇用期間に定めがあって、その期間が満了した場合 

 

（退 職 届） 

第２５条 職員が退職しようとするときは、原則として１４日以内にそ 

の理由を示し、会長に提出しなければならない。                      

２ 前項の規定により退職届を提出した者は、会長の承認があるまでは、 

従前の業務に服さなければならない。 

 

（定  年） 

第２６条 職員の定年は満６０歳とし、その到達年度をもって退職とす 

る。ただし、会長が認めるときはこの限りでない。なお、本人の希望 

があれば６５歳まで、雇用期間を延長することができる。 

（辞  令） 

第２７条 職員の退職、解雇、休職は辞令書をもって行う。 

 

（退職手当） 

第２８条 職員が退職した場合は、皆野町一般職員の例により退職手当 

を支給する。 

 



（健康診断） 

第２９条 職員に対し、毎年定期的に健康診断を行う。 

 

（安  全） 

第３０条 職員は、互いに協力し常に職場の保健衛生と災害危害の防止 

に努めなければならない。 

 

（災害補償） 

第３１条 職務上の事由により傷病又は死亡に対する補償は、労働者災 

害補償保険法及び労働基準法の定めるところによる。 

 

（懲  戒） 

第３２条 職員が次の各号に該当したときは、懲戒する。 

   （１）正当な理由なく無断欠勤７日以上に及ぶとき 

   （２）しばしば欠勤、遅刻、早退する等勤務に熱心でないとき 

   （３）故意又は重大な過失により協議会に損害を与えたとき 

   （４）業務上の遂行を故意に阻害する行為をしたとき 

   （５）業務上の指示命令に不当に反抗し、協議会の内の秩序を乱した 

とき 

   （６）金銭の横領、汚職その他刑法上の処分を受けたとき 

   （７）その他前各号に準ずる不都合な行為のあったとき 

２ 懲戒は、その情状により次の区分に従って行う。 

   （１）け ん 責 始末書を徴し、将来を戒める。 

   （２）減  給 始末書を徴するほか、１回の額が平均賃金の半日分 

以内を減給する。ただし、その総額は、当該給与計算期間の総 

給与額の１０分の１以内とする。 

   （３）出勤停止 ７日以内の出勤を停止し、その出勤停止期間中の給 

与は支給しない。 

    

（４）懲戒解雇 予告手当を支払うことなく即時解雇するほか、退職 

金を支給しない。ただし、所轄労働基準監督署長の解雇予告除 

外認定を得られないときは、予告手当のみ支払う。 

 

（懲戒の決定） 

第３３条 懲戒の決定は、会長がこれを行うものとする。 

２ 懲戒を受けた職員が、不当な処分を受けたと信ずるときは、会長に 

意義の申立てをすることができる。 

 

    附  則 

   この規程は、平成２ 年４ 月２ 日から施行する。 



   

附  則                     

 この規程は、平成５ 年４ 月１ 日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成１７年８月１日から適用する。 

 

附  則 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

    附  則 

   この規程は、平成２７年３月２６日に施行し、平成２７年１月１日から適用 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表 

死亡した者 日  数 

配偶者 ７日  

１親等の直系尊属（父 母） 血族 ７日 姻族 ３日 

   同  卑属（ 子 ）    ５日    １日 

２親等の直系尊属（祖父母）    ３日    １日 

   同  卑属（ 孫 ）      １日    － 

２親等の傍系者（兄弟姉妹）    ３日    １日 

３親等の傍系尊属（伯叔父母）    １日    － 

 


